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日中関係、4つの深化

福川 日本の将来を考えるに当たって、

我々は今、言論が非常に停滞しているとい

うことに危惧を感じています。これからア

ジアを軸にしながら、日本の将来のあり

方、特に対外政策のあり方について積極的
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日本側パネリストは、日米関係よりも日中関係の比重が高まり、日、米、中のトライア

ングル（三角形）で日本の外交戦略を考える時期に来た、と発言。中国側も、成長を続け

る中国経済と日本の技術力は相互補完関係にあり双方の将来は洋々であり、日本が中国を

脅威に感じる必要はないと述べた。ただ、歴史問題と台湾問題について両国間にミゾがあ

ると指摘した。このため人的交流を密にし信頼関係を構築が必要との点で意見一致した。

なお、座談会に入る前に、言論NPOアジア戦略会議座長の福川伸次氏が基調あいさつ、

また同会議の松田学氏が日中関係に関するアンケート調査結果を報告した。
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な議論が巻き起こっていくように日本の社

会の英知を結集していきたいと思っていま

す。

私は日中関係の発展を観察して、4つほ

ど非常に大きな目覚ましい深化があると思

っています。1つは日中の相互依存関係が

多元的かつ緊密になってきたということ。

貿易が非常に伸び、投資も日本は大きな投

資を中国にするようになり、協力関係は製

造分野にとどまらず販売網の相互活用、流

通合理化、広告といった分野に及んでいま

す。中国の対日投資も活発です。

2番目は、日中の協力関係が知的深化に

向かっていること。学術交流、研究協力、

技術移転、文化交流といった知的な交流が

最近拡大しつつあります。

21世紀は知力の時代、知を

競い合う時代と言われ、両

国がこれまでの蓄積を生か

して知のフロンティアを拡

大していけば、世界にアジ

アに、成長の機会をもたら

すことができます。

第3点は、グローバリズ

ムを定着させるため日中両

国の努力の必要性と可能性

が高まっていること。グロ

ーバリズムは一国の覇権の

上に成り立つものではなく、

関係国が英知を結集して未

来を洞察し、冷静に行動し

てこそ実現できるものです。

第4に、アジアの地域協

力推進に両国への期待が高

まっていること。アジア地域は、高い成長

力を有し、多彩な産業内分業、工程間分業

を持つ網状の分業体制を形成するようにな

っています。日本と中国はアジアにおい

て、いわば楕円形の2つの中心をなす可能

性がある。互いに協力し合うことによっ

て、アジアの発展をより確実なものにし、

両国経済もその中でプラスサム、ウィンウ

ィンの状態に持っていくことができると思

います。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

「経済繁栄の軸足をアジアへ」

松田 討論に入る前に、言論NPOの日中

関係アンケート調査結果を説明します。

日中関係の将来をどう展望するか
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安全保障問題については、日米同盟か、

あるいは国連中心主義かという議論の基軸

がありますが、多くの方が回答を寄せたの

が、日米同盟を基本としながらも、アジア

での独自の安全保障体制を構築していくべ

きであるという考え方です。

経済的な繁栄の基盤をどこに求めるか、

米国なのか、アジアなのかについてはアジ

アにもう少し軸足をシフトすべきという回

答が最多でした。将来の経済圏、あるいは

FTAの話では韓国や中国、特定の国より

むしろ北東アジア経済圏、また日中韓を核

にした東アジア経済圏、環太平洋経済圏、

非常に広い範囲での経済圏が望ましいとの

考え方が圧倒的多数を占めました。

通貨問題に関しては、アジアの域内での

協調関係を深化させて、アジアでの通貨の

安定を図るべきといった回答が一番多い。

中国経済については脅威論という認識はほ

とんどなくて、むしろ補完的な関係といっ

た認識が多数を占めました。

日本の中国経済に対する対応については、

やはり中国に過度に依存す

ることなく、日本みずから

の将来像に向けた戦略的な

対応をすべきであると。

ヨーロッパにおいてドイ

ツとフランスが連合を組み

欧州統合を進めていますが、

日本と中国が日中連合を組

む可能性があるかという点

については、ほとんどが非

現実的、あるいは日本と中

国というのはドイツとフラ

ンスのようにはいかず疑問という回答でし

た。

日中間には将来、どんな分野で連携の可

能性があるかとの問いには、現在進んでい

るグローバル最適生産といいますか、生産

プロセスの移転、それから市場統合、FTA、

経済連携、その先にさらに人的な交流とか

相互理解とかがさらに一歩進んで、相互理

解を促進すべきであると。

最後に、どういうことを日中間で今後や

っていけばいいかと問うたところ、立場を

超えて、個人の信頼関係に基づく議論のネ

ットワークをつくっていくべきである、と

いうのが最多回答でした。

国分 座談会スタートに際して、3点申し

上げたい。日本のアジア戦略は、世界戦略

の中に位置づけられなければなりませんが、

その場合、FTAなりASEANプラス3な

り、さまざまアジアの協力が議論されてい

ます。その中で日本と中国の関係の部分が

弱いという現実をどういうふうに考えたら

いいのか。この輪が強くならない限り、ア
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ジア全体の協力関係は難しいのではないか

ということ。第2は、中国の外交がこの1、

2年、根本的に変わってきた。一言で言え

ば、従来の被害者外交、あるいは屈辱的な

感覚をいつも背後に秘めたような外交を捨

て始めた。むしろどのように協調的に世界

とつき合えるのかという形で、例えば6カ

国協議、あるいはFTA、あるいは周辺と

の関係、アメリカとの関係が変わってき

た、この辺をどう認識したらいいのか。

3番目は、今のアンケート結果にあるよ

うに、中国との関係はこれからも重要だ

が、過度の一体関係はそこに危険性を伴う

のではないかという、中国の特に経済の状

況に対するさまざまな疑問が垣間見えるこ

とをどう考えるか。

それでは加藤先生にご発言願います。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

日本はアイデンティティー確立を

加藤 アジアの安定は、日中が非常に良好

な太い関係を持たないとうまくいかないと

いうことは、我々の共通の認識だと思いま

す。もし日中がお互いにコミュニケーショ

ンがないとするならば、例えばミャンマー

は一体どっちに自分たちの重点を置いたら

いいかと考えるでしょう。韓国も迷うでし

ょう。不必要な外交政策決定についてのエ

ネルギーを費やすはずです。そのテーゼは

間違いなく正しいのですが、日本だけにつ

いて言うならば、そう簡単に、この考えは

受け入れられない雰囲気が過去10年、日本

にあると思っています。

7、8年前、私はアジアの安定にとって15

年ぐらいは、日米中のトライアングルの関

係が重要であろうということを、日本とか

アメリカで発言をしましたら、当時私が自

民党幹事長などをやっていた関係もあって、

かなり激しい批判を受けました。

日本外交にとって日米が一番重要なので

あって、日中というのはもっと比重の少な

いものではないか。日米中の正三角形の関

係が重要であると言ったのは非常に認識が

低い。日米間には安全保障関係がありこれ

は日本にとっての命ではないかというよう

な批判でした。そういうムードはまだ与党

の中に強くあると思っています。

2番目に日本の底辺では中国という存在

が本当に自分らにとってプラスかという率

直な疑問があります。というのは、私の郷

里の山形県農村地帯における雇用機会は単

純な製造業というものが主力でした。電子

部品工場とか、アパレル、縫製工場が多か

ったんですが、これが過去5、6年、全部、

雇用の機会を中国にとられてしまったため

です。

日中関係の将来をどう展望するか
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今の日本から日中関係を考えるとすれば、

日本がみずからの経済の将来ビジョンをし

っかりと立てて、世界経済の中での自分の

立場を明確に描き、日中経済関係について

も将来ビジョンを踏まえ、もう一度自信を

取り戻すという努力がないと、日本全体、

特に政治の世界で日中関係を客観的に考え

る力を失うのではないかと心配しています。

そして、日本のアイデンティティーがどこ

にあるのか。中国に対し日本はどういうア

イデンティティーを文化的に歴史的に哲学

的に主張し得るのかを議論しないと、本当

の日中関係の基盤はできないのではないか

なと思っています。

さらに、日中関係に多くの政治家がもっ

と時間を割いて交流することが重要です。

日中関係を初めて開くときには、政治が開

いていきました。故松村謙三さんなんかの

努力です。その後、政治家は経済関係者に

任せておけば、貿易も投資もうまく進むと

思い少し手を抜いてきたと思います。もう

一度、政治の分野における交流をつくるべ

きです。これから経済分野で摩擦が出ま

す。特に知的財産権分野で摩擦が出ますか

ら、政治問題にならないように政治のパイ

プを構築することが求められています。

国分 中国側の邱先生にお願いします。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

中国経済に発展支える5つの動き

邱 中国経済はいま立ち上がっております。

25年前、中国は過去の階級闘争をかなめと

する方針から経済建設を中心とするという

改革開放の政策に移り、それから、我々は

経済を発展の新しい軌道に乗せてきました。

平均で9.4％の成長をしてきました。日本

が1950年代から70年代前期にかけて4.3％

の平均で伸びたことと比べられるぐらいの

高成長です。

しかし、その成長の質は、やはりまだ日

本に劣るものです。ただ、先進国と言える

状態ではないですが、ある意味で経済大国

になったと言えます。まず世界の経済のト

ータルでは第6位です。貿易量ではアメリ

カ、ドイツ、日本に次いで第4位。8000億

ドルを超える輸出入の量です。さらに20年

ぐらいの努力を通じて全面的な安定レベル

に移れると考えております。

私は5つの動きが中国の経済発展を支え

ていると思います。

第1に、市場経済化の改革が進んでいる

こと。これが生産効率を上げております。

中国市場化の程度はいろいろな分析により

ますと、60％ぐらいということでして、ま

だ40％ぐらいは前進の余地があります。

第2に国際化の潮流です。中国はWTO
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に入りましてから全方位的に世界の経済の

交流、競争に参加しております。我々の対

外開放は既に新しい段階に入っています。

中国は世界の工場になるだろうか。これま

でのところ、まだ世界の工場ではありませ

んが、可能性はあると思っています。

それには3つの強みがあります。労働力

の強み、国内の市場の強み、産業体系が整

っている強みです。多くの発展途上国に全

部それがそろっているということはなかな

かありません。同様に中国はその法律が、

あるいは政策が整っている、基礎的な産業

インフラが整っている、建設が進んでい

る、投資環境が改善されているという点な

どです。中国の交通、通信も発展していま

す。昨年までに我々の高速道路は2万5260

キロに達していますが、今後数年、毎年

3000～4000キロ建設します。

3点目として、中国の工業化はまだ中間

的な段階ですが、ほかの国と、ポスト工業

化に入っている段階と結びつけて、情報化

によって産業を段階を超えて発展させるこ

とができると思っておりま

す。

4点目に、都市化の趨勢

ですが、中国の都市化のレ

ベルはまだ40％余りです。

9億余の人口はまだ農村に

住んでいます。1ポイント

都市化のレベルを上げれば、

1000万人以上の農民が都市

市民になるわけで、ここに

投資の需要、消費の需要が

出てきます。それがまた中

国の経済に大きな需要を提供するでしょう。

第5に、こうした経済主体が多様化する、

多元化する趨勢は、一方で我々は揺らぐこ

となく公有性の経済を発展させていきます

が、同時にまた、揺らぐことなく市場経済

を発展させます。中国共産党16期3中全会

の経済体制の改善に関する決定は、非公有

性の経済を発展させるという決定を出して

おります。

この5つの趨勢は、中国の今後の発展の

主流になるでしょう。2020年ぐらいには中

国経済トータルの量は今の日本のトータル

の量に近づくと思います。1人当たりGDP

は3000ドルぐらいになるでしょう。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

「中国は日本の脅威ではない」

さて、中国のテークオフは日本にとって

脅威でしょうか。違うと思います。むしろ

中国のテークオフは日本にとってもオポチ

ュニティーであると思います。

2つの数字を上げましょう。中国の1人

日中関係の将来をどう展望するか
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当たりGDPが100ドル余りだったころ、中

日間の貿易は48億ドルぐらいでした。しか

し、中国の1人当たりGDPが1000ドルのと

きには、中日間の貿易は1000億ドルを超え

ました。将来、我々の経済のトータルがふ

えたときには、中日間の貿易はもっと大幅

にふえるでしょう。同じように中国の発展

は日本にとっても多くの安くて質のよい消

費財を提供することになります。これはま

た、日本の一般の人々の生活レベルの向上

に寄与するわけです。

ある資料では、過去10年間、日本の経済

は1％成長でした。しかし、日本国民の生

活レベルは顕著には下がっていません。そ

の原因は何かと言いますと、主たる原因

は、中国製品が日本の消費者ニーズを満た

すぐらいのレベルになってきたということ

です。価格は日本の現地でつくられた製品

の3分の1ぐらいです。したがって、日本

の一般庶民は3分の1の支出で同じレベル

の生活ができるということで、これが相対

的に生活が上がった原因です。

日本経済は回復してきましたが、その1

つの原因は外需拡大です。外需はアメリ

カ、中国、2つの外需が日本の経済の回復

に一定の役割を果たしたということです。

19世紀まで日本は中国から学んできまし

た。そして20世紀の初めからは中国は日本

から学び始めたわけです。両国間には近代

の一時期、不幸な歴史はありましたが、ト

ータルな歴史を振り返りますと、両国間で

はやはり相互に学び合ってきた。こうした

歴史の基礎の上に文化、あるいは哲学的な

共通点もあります。東洋哲学という基礎が

あり、我々の間で共通の考え方を打ち立て

ることは可能だろうと思っています。

中国に対するいろいろな心配はまだある

ようです。しかし、その中には中国に対す

る理解不足もあると思います。少なくとも

我々はアジアを安定させ、世界の経済を発

展させることに貢献するという責務を負っ

ております。両国の人々が中日の友好を望

んでおります。

世界の人々もまた中日の友好を望んでお

り、双方の交流が発展するにつれて、我々

は必ずや中日間のより緊密な友好的な関係

をつくることができると思っております。

本当の意味で相互理解を促進する、特に青

年のレベルから理解を深め、両国の友好的

な力をふやしていくことが大事だろうと思

っております。

国分 小林陽太郎先生、お願いします。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

日中とも大きな存在との認識必要

小林 まず、非常にはっきりしているの

は、細かい数字は別にして、中国は成長を

続けているということです。もちろんそれ

とともに、抱える問題も大きくなっていく

でしょう。そういう意味では、成長から来

るプラスの面も、また、その結果出てくる

マイナスの面でも中国はますます世界にと

って非常に大きな存在になっていく。日本

も、依然として問題は抱えながらも世界の

中で、特にアジアの中では経済力や技術力

などの面から、際立って大きな存在とし

て、あり続けると思います。この2つは冷

静に認識をしなければいけません。
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それから、当たり前のことですが、日中

両国は隣国ということです。小泉総理も言

われたように、両国間の2000年の歴史とい

うのは、不幸な一時期もあったけれど、基

本的には友好的な切磋琢磨の歴史でした。

さらに現在、世界の唯一のスーパーパワー

と言われている米国と中国及び日本が、少

し度合いは違うけれども、極めて重要な、

また緊密な関係を有している。

これらを全部足し合わせますと、日中両

国は世界から注目を浴びざるを得ないし、

同時に、責任を日中それぞれに、あるいは、

日中合わせて持っていると思います。

これからの10年から20年の間、中国の

歩みは、質的向上もありますが、おおよそ

は量的な拡大が進んでいくことになるでし

ょう。一方、日本の場合のキーワードは成

熟だと思います。人口ももちろん頭打ちに

なりますが、逆にそれに対処する新しい技

術開発なども出てくるでしょう。

今後、大きな変化を遂げるであろう両国

間の関係について、今の段階で、あまり安

易に共有の理念や哲学を打ち出そうとする

ことは大きな間違いを犯すことになるので

ないかという気がしております。

もちろん非常に普遍的な理念、例えば平

和共存などといったことは言えるわけです

けれども、日中両国にかなり特定された理

念や哲学をどう規定するべきなのか、私

は、それは今規定すべきことではない。む

しろ今は若い人たちの交流など、各層の交

流を密にすることが大事だと考えます。

そういう中で、お互いが共有できる理念

や理想、哲学を、どうやってつくっていく

ことができるか、時間をかけて模索してい

く。そういう関係をつくり上げていくこと

が、日本と中国のこれからの10年、20年で

最も重要なことでないでしょうか。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

「13億という数字に惑わされるな」

こうしたことを前提にして、申し上げた

いことは大きく3つあります。

第1は経済関係についてです。第1回の

新日中友好21世紀委員会で、私のカウンタ

ーパートである中国側の座長をなさった鄭

必堅先生が、「13億という数字に惑わされ

ちゃいけない。いろいろな数字を13億倍す

るのも間違いだし、13億分の1として考え

るのも間違いだ」と、言われましたが、私

も全くそうであると思っています。

13億分の1という形で国民1人あたりの

所得を言うのは、実態経済から考えると、

あまり意味ないと思います。

現在の中国経済を見て、平均すると巨大

な発展途上国というのは、邱さんのおっし

日中関係の将来をどう展望するか
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ゃったとおりです。しかし、沿海部はもう

発展途上地域ではありません。そうした点

をきちんと認識をした上で、世界の市場の

動きの中でバランスのとれた市場化がこれ

から進んでいき、日中両国が基本的にその

流れにゆだねるということであれば、そん

なに心配をすることはないかとマクロ面で

は思います。

しかし、日本としては、13億倍とか13億

分の1の数字に迷わされず、地域ごと、都

市ごと、あるいは産業ごとだなど、もう少

し具体的な数字をベースにして、WIN

WIN（ウイン ウイン）の関係を築いてい

くべきです。

そうすれば、日中両国の間で非常に大き

な可能性が開けると思います。日本にとっ

て中国は脅威でないのかと言ったら、それ

はないわけではありません。しかし10年、

20年というスパンで見れば、脅威よりはチ

ャンスの方がはるかに大きいと考えていい

のではないかと思います。

それから、第2は、社会各層における人

材交流の必要性であります。さきほど申し

上げたように、お互いに共有できる理念や

哲学は、過去から続く普遍的なものを含め

これからの人たちがつくっていかなければ

なりません。そのためには、お互いを知り

合うこと、理解し合うことが不可欠です。

例えば日米両国間でも理念の共有などと言

いますが、理念は、そう簡単に共有できる

わけがありません。教科書を読んでわかっ

たからといって、それで共有できたかとい

うと、そんな簡単なものではない。毎日朝

から晩まで、1年365日、10年、20年、そ

れを場合によっては夢を見て、寝言を言っ

て、そのぐらいにならなければ理念なんて

いうのは共有できるはずがない。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

若い層を中心に密なる交流が重要

そういう関係を日中両国の間にどうつく

っていくのか。政治家同士、企業家同士、

一般国民同士、特に若い方々の交流を密に

していくことが重要です。

日本に留学生を迎える体制については

「10万人計画」が既に数の上で達成されま

した。日本にいる外国人留学生は11万人弱

の6割強が中国からの方々です。多様な形

での交流は非常に重要なことです。

第3は、経済がベースになって、政治の

や外交関係に及んでくるのは、東アジア地

域に、どういう形で均衡のとれた関係、発

展を実現するのかということであり、これ

は日中が協力してやらざるを得ません。こ

こはある意味で、これからの日中共通の責

任として最も重要なことだと思います。

最後に申しあげたいのは国民と国民の間

の好ましい関係を、どういう表現で表した

らいいのか、尊敬の「敬」なのか、信頼の

「信」なのか、お互いに尊ぶということな

のか、ということです。

お互いに違った歴史や文化を持っていま

すし、その中で本当に共有できる理念や哲

学は、そんなにたくさんないのかもしれま

せん。しかし、そのことは悲観すべきこと

ではなくて、お互いの違いを正しく認識

し、その違いに対し敬意を払った上で、お

互いに、また一緒に築き得る真の共有の利
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益とか、外に対して一緒にできる貢献とは

どういうことかを考えていくことが大切で

す。その場合の両国の関係は、一言で言え

ば信頼の「信」というのが一番大切な言葉

かと思いますが、それに向けて人材交流と

いうのがやはり基本になると思います。

国分 楊偉民先生にお話をいただきます。

楊 私も3点述べたいと思っています。

まず、中日関係の発展には幾つかの基本

的ポイントがあろうかと思います。今、冷

戦が終息して一極体制の世界という国際の

政治、経済秩序のもとで、どういう発展を

すべきか模索をしているという状態かと思

います。経済のグローバル化によってもた

らされた結果、政治的に少しずつ多元化、

あるいは多極化というものに行くのではな

いかと思われます。中日両国は、この面で

多極化の中で、持つべき利益を分け合い、

そして、負うべき責任というのをお互いに

負っていくということが重要です。中国に

は過去の教訓というものもあります。これ

は建国以降、一辺倒の政策というのをやり

ました。それは外交の面でもそうですし、

毛沢東主席の政策、いろいろな反省点もあ

るわけです。さらに、歴史をかがみとして

未来に目を向けるということ、これが重要

だと思うのです。

そして、もう1つのポイントは、いろい

ろな干渉を排除するということです。歴史

の潮流の流れに、また国際的なルールに沿

って物事を進めていくということです。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

三中総会で「5つの統一」手配

2点目ですが、中国の今後の発展の上で

新しい観念、考え方ですね。最近、中国の

中央は16期3中総会で、5つの統一手配と

いう新しい考え方を提起しました。主に国

内向けのものですが、その中の1つに国内

の発展を統一的におさめていく、対外開放

も統一的に行っていくことがあります。

これは、国際化という大きなバックグラ

ウンドの中で、過去とは違う状況になっ

た、中国は世界経済に組み入れられていく

ということです。

輸出入総額は中国のGDPの60％にも上

っています。中国の発展は、もはや世界を

考えないわけにはいかない。世界とは不可

分の関係です。GDPの割合、貿易の割合な

ど見ましても、また世界の資源を消費する

割合でも、世界の中で中国は、ますます比

重が高まっているわけであります。

そうした中で、中国の発展は世界の一部

の国にいい面、あるいはよくない面のいろ

いろな影響があります。

過去は、中国だけの利益を考えていれば

日中関係の将来をどう展望するか
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よかった、周辺国であるとか、世界全体に

どのような影響や変化をもたらすかという

ようなことは余り考えずに国内のことだけ

を考えていればよかった。しかし、今は世

界の中で経済の規模は6位になりました。貿

易はさらに拡大しています。いかに国内の

発展と国外の発展を統一的に考慮するか。

内外のことをいかに統一的に考えるかを政

策として打ち出したのです。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

日中経済は相互補完関係にある

そして、中日の協力については、経済的

に大きな相互補完性があります。実際にい

ろいろな点での協力が深まっています。今

後強化し継続していくべきだと思います。

例えばエネルギーや物流であるとか、ハ

イテクの分野、技術や文化、さまざまな側

面で、もっともっと中国と日本は協力を深

めていくことが求められています。日本は

中国のエネルギーであるとか、環境保全に

ついて大変高い関心を示していますが、確

かに環境の問題は日本にも影響があります。

中国もこれについては取り組んでいますが、

新しいグローバリゼーションの中で、協力

を考えるべきです。

中国は今、中国のエネルギーミックス、

エネルギー構造を変えようとしています。

石炭依存が70％で、中国の環境にとっては

大変大きな問題の1つです。そこで、いろ

いろなエネルギー輸入を考え、ロシアとの

間で原油の輸入交渉をしています。

もう1つの別の協力分野で期待されるの

は、中国・東北地域です。中国政府はもと

もと強みのある東北の伝統的な従来型の装

置産業、機械加工、東北というのは国有企

業が大変多いのですが、それをさらに活力

を取り戻そうということを今政策として打

ち出しています。

日本は地理的に見れば中国の東北に大変近

いのですから強みがあると思うんです。ま

た日本は機械産業の面では、世界的な技術

力がありますから、こういった面で特に中

国の東北地域との協力、地域協力という性

格に区分けできるかと思います。

私は中国において中長期的計画、発展計

画の策定に携わっています。そういう立場

から思うに、ここ20年、中国は改革開放を

やり、ハードの面の技術導入は随分やって

各分野の技術進歩を大いに促すことになり

ましたが、ソフトの技術の面で、さらに開

拓する余地が残されています。

ソフトとは、つまり法律の制度とか、あ

るいはプランニングとかです。政府で仕事

をしておりますと、いろいろな法律の起草

とか、計画の策定という仕事をするわけで

すが、今後、我々のハードの技術がさらに

よくオペレーションされていく上に、ソフ

トの面でもっと国外の進んだところを学び

導入する必要があると思います。その中に

は日本も我々のお手本としてあります。

中国が、今日の発展を遂げる中で、計画

が不十分で、さまざまな問題点が生じてい

るということは否めません。

例えば経済の面でも、将来についての分

析が不十分でした。もしこれがちゃんとで

きていれば、もっといい発展ができたかも

しれない。今、中国はこの点の問題意識を
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持っており、3中総会の決定では市場をさ

らに整備する中で、中長期計画をもっと整

備しようとうたっています。日本の各界の

皆様と交流できればと思っております。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

地域経済協力進めることも重要

もう1つ、地域協力の問題です。中国と

ASEANは重要です。日本とASEANも重

要です。経済の角度から見ますと、中日韓

の地域協力というのがもっとも重要ではな

いかと思います。

今後の展望を述べるならば、中国と日本

の間は平等互恵という原則に立って、その

全方位にわたる協力が進められると思いま

す。経済の連携はもっと密接になり、外交

もより調和のとれたものになるでしょう。

そして、人々の往来ももっと頻繁に自由に

なれば、両国関係も新たな発展の段階を迎

えられると思います。

国分 議論をまとめ、問題提起してみます

と、1つは、日米中関係というもの、どう

いう方向性をこれから日本

がこの間で持つのか。逆に

言えば、アメリカに対して

我々はどういうふうなつき

合い方をするのかという問

題提起にもなると思います。

第2点は、今の中国経済

をどういうふうに評価する

かということで、これから

中国経済はどうなっていく

のか。WTOの加盟という

ことの本当の意味の効果は、

実はこれから出てくるという側面があるわ

けで、こうした点から中国経済の評価の問

題。

3番目は、日中関係をどうこれから進め

ていくのか、どういう協力の範囲があり得

るのか、どういう形態が望ましいのか。

まず初めに、加藤先生に口火を切ってい

ただきたいのは、日米中関係で、今、米中

の間も戦略的な関係としてはかなり近づい

てきている中で、日中をどうするかという

ことは、今後の日本の生き方として非常に

重要なテーマです。アンケートの中でも、

アメリカとだけつき合っているということ

に対しては、数値は非常に低いわけで、そ

のあたりから発言いただけますか。

加藤 非常に難しい問題だと思います。そ

の根っこは、例えば日米安全保障条約は、

いつまでも続き得るのかというテーマです。

我々は日米安保というのは非常にありがた

い条約で、もし日本がどこかから侵略され

れば、アメリカは助けにこなければいけな

い。アメリカが侵略されても日本は助けに

日中関係の将来をどう展望するか
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いかなくてもいいという条約です。仮にア

メリカの方でそんな条約はもう嫌だと、有

権者、選挙民が下院議員に主張したら、ア

メリカの下院議員はそれでも日本は重要な

んだと、どうやって説明するのだろうか。

昔はソ連というものがあり、中国も共産主

義の国で、反共連盟として日本は重要であ

るという説明ができたのだが、今はそれは

できない。米中が戦略的パートナーになり

つつある中で、今のような説明はアメリカ

の有権者にとってはほとんど意味をなさな

いというところに来ています。

アメリカもその点については非常に困っ

ていて、12～13年ほど前、ハーバード大の

ナイ教授を中心に、この基本的な問題につ

いて、あるペーパーを書いたのはご承知の

とおりですが、その中で、日本が重要なの

はなぜか。それはアジアの中で日本が非常

に重要な役割を持っており、日中の関係も

非常に強いきずながある。日本がアジアと

か中国に対していい関係にあり、太いパイ

プがあるのだから、アメリカは大事にしな

ければならないと説明したのです。

そういうときに日本がASEANの国々と

も非常に関係が悪かったり、中国とも悪い

関係になったら、日米関係そのものがおか

しくなっていく。アジアの中でしっかりと

したパートナーシップをいろいろな国と組

めるということが逆に日米関係をメインテ

イン、保持する1つの重要なポイントだと

思います。

一方、マハティールが15年ぐらい前、

EAEC（東アジア経済協議体）構想を出し

た。経済についてはアメリカ抜きでアジア

の国々で一緒になろうと言ったときに、ア

メリカは自分たちを抜きにして、排除して

やろうとするのかと怒りました。そのとき

日本は非常に困った。今でも、もしアジア

のどこかの国が、例えばAPECからアメリ

カを外してアジアだけの経済連合をつくり

ましょうと言ったときに、アメリカがどう

反応するか、日本はどう対応するか。一つ

の大きなテーマとして考えておかなければ

なりません。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

日米中のトライアングルが重要

その流れの一環として私、が15年前に考

えたのが、北朝鮮の存在や、当時まだ脅威

が残っていたソビエト・ロシアの存在の前

に、安全保障面ではアメリカの存在がアジ

アに必要なのに、経済の問題になったらア

メリカを外すということではアメリカも納

得しないだろうと。やはりアジアのこれか

らの安定のためには、日米中、このトライ

アングルが必要だなと発言したのです。も
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しアメリカだけが非常にユニラテラリズム

で突出した動きをアジアでやった場合には、

日中がお互いに相談し合う。日本が覇権的

になることはなさそうですが、そういうと

きには米中が日本にブレーキをかけるでし

ょう。中国があまり覇権主義になったら、

日米で、少しモデストになったら、謙虚に

なられたらどうですか、と言う。こういう

相互牽制作用として日米中というのはここ

しばらく重要なトライアングルだと思いま

す。

国分 アメリカはイラクの問題を抱え、世

界の反米意識に対してかなり気を使い始め

ております。その点でいきますと、最近ア

メリカはアジアにおいてはAPECというも

のを再生さすべきだという立場をかなり言

っておりまして、ASEAN＋3に対しても

やや少し将来方向性を心配しているという

声も出てきていますが、邱先生どうお考え

でしょうか。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

台湾など2つの政治問題に配慮を

邱 中日両国にとって経済

の面での協力の将来性とい

うのは非常に大きいと思い

ます。非常に明るい未来が

あると思います。しかし、

両国の資源の配置について

包括的な考えをする必要が

あります。両国の経済部

門、両国の政府がこの面で

見直しをする必要があると

思います。

そして、それを現実的な協力の方向に向

かってウィンウィンの方向に向かって協力

していく必要があるかと思います。経済の

面で摩擦という問題が起こりますが、それ

はあまり大きな問題ではないと思います。

しかし政治の面では日本の政治家が二つの

問題に配慮しなくてはいけない。

一つは歴史の問題に対する認識です。中

国の人々の感情を余り傷つけないようにし

ていただきたいということです。それぞれ

の民族には感情的なものがあります。ドイ

ツがなぜ戦後にヨーロッパとの関係をうま

く処理できたのか、日本はなぜアジアの

国々とうまく解決できないのか。政治家の

方はよく考えていただきたい。

2つ目の問題というのは台湾問題です。中

国の人々が祖国を統一したいという感情、

そういう願望を理解していただきたいとい

うことです。この面で中国の人々の感情を

余り傷をつけないようにしていただきたい

ということです。

国分 小林先生はいかがでしょうか。日米

中関係を中心にした今後の日本のあり方を。

日中関係の将来をどう展望するか
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小林 今の米、中、日、あるいは日、中、

韓をも含んでいる概念として、米、欧とア

ジアの大きな三極という考え方ができると

思います。皆さんもご存じのように、この

三極で大きな変化が起きつつあります。た

とえば米欧関係において、イラクでの武力

行使をめぐって、軋轢が生じましたが、こ

れが過渡的な問題なのか、それともイラク

問題が米欧の間にある基本的な価値観の違

いみたいなものをむしろ浮かび上がらせた

という意味で、これから尾を引く問題なの

か、これはよく考えなければいけない問題

だと思います。

同時に、日米中の3つの関係それぞれを

考えてみても、日米関係はかつてマンスフ

ィールド元駐日米大使が「世界でも右に出

ることのない最も重要な2国間関係だ」と

言われた。米中関係については、リークア

ンユーさんが「新しい世紀における決定的

な2国間関係だ」と呼びました。では、日

中関係はどういうふうに呼ぶのでしょうか。

これから、ますます世界の中でのプレゼ

ンスを増すアジアの中で、まさに「基幹を

なす2国間関係」ではないか。あえて言う

と、今までの日米関係のあり方は、私は明

らかに過去形だと思います。したがって、

先ほど申し上げたような大きな三極間、米

欧アジアの変化を踏まえて、日米関係は、

明らかに見直しを迫られていると思います。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

「専らアメリカ」でなくなった？

日本の立場から言うと、日米関係が重要

であることは間違いありませんが、かつて

のように「専らアメリカ」というのではな

くて、幾つかある2国間関係の中の非常に

重要な、時と場合によっては依然として最

も重要な2国間関係かもしれないけれども、

ほぼ同程度に重要な2国間関係は日中関係

であるし、場合によると、日中関係の方が

重要な位置を占める時期もある。それぐら

いの重要性を日中間関係というのは持って

いると思います。

したがって、そういうことを意識しなが

ら、日中でどのような共有

できる理念をつくっていく

のか。もちろん歴史問題や

台湾問題については、中国

の皆さんのお考えとして、

我々は尊重しなければいけ

ないと思います。それを踏

まえた上で、経済面、技術

面、文化交流の面でも、で

きることは非常にたくさん

あるわけで、お互いに公正

に、違いは違いとして尊重
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しながら、現実的な物の見方に立って、物

事を進めていくことが大切だと思います。

国分 中国経済の大専門家が2人おられま

すので、中国経済への懸念を質問してみた

い。ひとつは中国の統計の信頼性につい

て。2点目は、中国経済はバブルなのかと

いうことです。まず、邱先生。

邱 中国の統計ですが、簡単だと思います

よ、この質問については。方法、技術の面

では、中国の統計は日本の統計、あるいは

世界各国の統計と同じです。これに関して

の差は小さいと思っています。国連の基準

にのっとったものです。

しかし、中国に独特の国情、お国柄とい

うのがあるということですね。行政システ

ムで言いますと、級を分けた管理が行われ

ております。中央は中央、省は省、県は県

というような、いろいろな行政レベルを分

けた管理というのが行われております。で

すから、そのような級、クラスを分けた統

計があり、地方の数値と中央の数値とのギ

ャップが生じるということがあります。ま

た、例えば地域と地域の経済交流が多くな

りますと、お互いに統計にダブリが出てし

まうという問題があります。いつ統計をと

ったか、時間的な差というのもあります。

そして、確かに偽りの統計、数値というも

のがあります。水増しというようなことで

すね。それについては、あるべき調整、チ

ェック、検査を加味して統計を出しており

ます。中央の16期3中総会で出された要望

に基づいて、幾つかの面で強化をしていま

す。1つは国家の独立調査を強化するとい

うことであり、2つ目は情報化を構築する

ということです。3番目は、登記に関する

立法面でも、法整備も進めていく。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

「中国経済はバブルではない」

楊 中国の経済は過熱気味なのか、それと

もバブルなのかということに関して、確か

に中国国内でもかなりの議論があるところ

です。11月に中央経済工作会議が開かれ議

論を重ねました。結論から言いますと、中

国経済は全体的にいい発展の勢いを維持し

ているという判断におさまりました。もち

ろんちょっと異常な傾向というのも出てい

ます。それは例えば開発区の過熱ぎみ、農

地をいろいろ使ってしまうというような問

題もあります。そして、一部の業種によっ

ては、投資が多過ぎるという、みだりな投

資ですね、例えば鉄鋼などでそういう状況

が見られる。あるいは銀行のローン、貸し

出しがあまりにもスピードが速過ぎるので

はないかというような問題ですね。

ただ、総合的に消費者物価はむしろ下が

っていますので、インフレということには

なっていません。まだデフレ傾向の方が強

いということです。まだ過熱というような

ところには至っていないということですか

ら、基本的な政策としましては、アクセル

も踏まないし、ブレーキも踏まない。ただ

し、画一的な措置ではなくて、全体的にも

ともとの積極的な財政政策と、そして、安

定した通貨政策というのをとっていく。た

だ、部分的には微調整はしていくという指

導方針を打ち出したところです。

国分 最後に、日中関係への提言というの

日中関係の将来をどう展望するか
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を一言ずついただければと思います。加藤

先生からお願いします。

加藤 ちょっと角度を変えて、非常に小さ

なことを申します。日本において日中関係

に携わっている人に対して、かなり多くの

人から批判があるのは「中国の調子に合わ

せていつも日中関係を考えている」という

点です。この中国の調子に合わせてという

のはどういう意味なのかというと、なかな

か難しいんです。例えば会議で使っている

言葉が、通常、日本で使っていないような

言葉を使っている。子々孫々とか、世々

代々というのは、決まりきって使っている

けれども、もっと日本語としてこなれたも

のに翻訳すべきでしょうね。これは日本側

の問題です。

もう1つ、きょうの会議でも、我々は中

国の参加者の方に先生とつけるんですね。

この先生というのはミスターということに

すぎないのです。このパネリストの中で先

生と呼んでもらっていいのは、国分さんだ

け。日本の文化で言えば、彼は大学の教授

です。私は、これから邱さんとか、邱次官

とか、楊さんとか、楊局長と言おうと思い

ます。このちっちゃなところが意外に日本

社会の中で反感を持たれているかもしれな

いと思っています。この辺の検討から日中

関係を考えてみたいと思います。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

互いの国を正しく認識する努力を

邱 中国ではよく3人行けば中に必ず我が

師ありというふうに言います。お互いにそ

れぞれの長所、短所があるわけでございま

すので、長所を学び合っていけば先生と言

えると思うわけでございます。中日間の関

係は、25年前に中日両国は中日平和友好条

約を結びました。これは我々両国の関係を

導く最も基本的な方針・原則です。この原

則に基づいて両国関係の交流を推進させれ

ばいいと思うんです。経済的な関係だけじ

ゃなくて。本当の意味で友好的な日中関係

ができることを望んでおります。

国分 先に生まれたということでは、この

中では一番の先生である小林先生。

小林 お互いに、常に、変化し続けるそれ

ぞれの国の状況について、あるいは国と国

の間の状況について事実を正しく認識して

いくためにも、やはり努力をし続けるとい

うことと、常に自分が知っていることは事

実なのだろうかということについて謙虚に

問い続けることが基本なのではないかとい

うふうに思います。

国分 最後に、楊先生どうぞ。

楊 両国の友好的な協力というのは非常に

地理的に有利な状況もありますし、また、

歴史的な背景もあります。共通した利益も

あります。双方の国民、民族、国にとって

も非常に利益があると思います。今後の関

係、両国の政府が責任感を持って進めてい

く必要があるかと思います。

それから、中米関係も非常に重要であり

ます。日米関係も非常に重要であります。

それは当たり前のことであります。しか

し、中日両国はともにアジアの国ですか

ら、今後やはりアジア観というんでしょう

か、それを持つ必要があるかと思います。

国分 皆さん、ありがとうございました。
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